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地籍調査は社会のインフラ ～ まったなし、地籍調査 ～

■背景
・ 平成18年地籍調査進捗率

1.32％

・ 東日本大震災を受け地籍調査
の重要性を再認識

■課題

・ 人員と予算(財源)の確保

・ 職員、住民の認識

・ 高い確率での発生が想定される
南海トラフ地震による津波被害

平成１８年当時の地籍調査実施箇所

地籍調査対象面積

市街地 190.36㎢
農 地 83.20㎢
山間部 415.68㎢

合計 689.24㎢
山間部60.3％

農地12.1％

市街地27.6％
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■取組の概要
１．先進性

重点整備区域の設定

津市地籍調査推進協議会の設立

津市地籍調査事業計画の策定
（１０ケ年計画）

H26.12

H27.1

H28.3

１－１ 地籍調査取組の強化

伊勢湾

（三重県）津 市



効率的手法導入基本調査リモセン

重点整備区域以外の津波浸水想定区域内

国 ＭＭＳ実証実験

津市 地籍調査実施。

津市実施区域

１－２ 新技術の導入

道路事業（三重県）

重点整備区域

伊勢湾

三重県の道路事業実施区域

国 リモセン実施

津市 地籍調査実施

三重県 道路事業が促進

実施区域 A=約1.18㎢

実施区域 A=約0.68㎢

R1

R2～6

R7～

R2

R5～9
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２．持続可能性

担 当

地籍調査は社会のインフラ 事業の拡張と新たな取組み
持続的な成長を

展望してH23 H28 H29 R2 R3

平成２９年度より女性職員を
配置

地域説明会や立会などで活躍

H29.6 H30.9

２－１ 組織づくり

２人

担 当 用地・地籍調査推進室 用地・地籍調査推進課

1人

H23 H27

２人

H28

３人

H29

８人

H30

８人

R元

10人

R7

10人

２－２ 女性職員の活躍

説明会 閲 覧
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地元代表者（自治会長） １０名

津地方法務局登記官 ２名

(公社)三重県公共嘱託登記土地家屋調査士協会 ２名

(一社)日本国土調査測量協会 １名

委員合計 １５名（R7.4.1）

２－３ 津市地籍調査推進協議会の設立 （H27.1）

(1)地籍調査の普及及び啓発に関すること。

(2) 地籍調査実施計画の策定に向けた調査及び検討に関すること。

(3) 地籍調査の円滑な実施に向けた調査及び検討に関すること。

協議会の役割
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３．イニシアティブ

平成２６年１１月２２日 市長対談

「災害に強いまちづくりを目指して」

（広報つ 平成２７年３月１日号掲載）

平成２９年１１月１４日 市長対談

「待ったなし！地籍調査！！」

（広報つ 平成３０年３月１日号掲載）

３－１ 広報誌での発信
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令和７年６月２０日 津市センターパレスホテル（三重県津市） 令和７年１０月１０日
パレブラン高志会館（富山県富山市）

３－２ 取組事例発表

中部ブロック公共嘱託登記土地家屋調査士協会
連絡協議会 通常総会における講演 富山公嘱協会設立40周年記念講演

中部６県 70人
(愛知･三重･岐阜･福井･石川･富山)

１１５人
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ｄ

財源確保
体制強化

調査の進め方の周知

３－３ 定例記者会見で発信

新たな国庫補助事業の活用
（交付金事業）
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４．効果

境界立会事務の簡素化
年間総数５１０件のうち

立会い省略 約１００件

公共事業の円滑化
境界確認や測量業務が軽減され業務日数

１ヶ月短縮（７０日⇒４０日）

４－２ 境界立会事務の簡素化

４－３ 公共事業の円滑化

H23 H29 R2 R7

地籍調査は社会のインフラ 事業の拡張と新たな取組み 持続的な成長を展望して
H23 H28 H29 R2 R3

４－１ 進捗率

1,130万円

6,344万円

1億4,471万円
1億6,000万円

2.25％
3.21％

4.81％
6.27％
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地籍調査完了地区

（津市香良洲町）

H27～29

地籍調査

7,485.32㎡

（１８区画）

４－４ 土地利用

未利用地 宅地開発 R3.9

重点整備区域
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今後も、地籍調査を

全力で進めてまいります。


